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1. はじめに 

道路ネットワークは，災害時の救命救急活動，復旧

活動の際に重要な役割を担うため，災害が発生した際

に代替経路が確保され，許容時間内に到達可能なこと

で，深刻な機能不全とならない道路ネットワークの構

築が重要である．しかし，現在の道路整備評価は平常

時の道路機能しか便益評価しておらず，災害時の機能

を評価しているとはいいがたい．限られた予算の下で

は効率的に道路整備をするためにも災害時の便益を

適切に評価する必要がある． 

 このような背景のもと，原田ら1)は，道路整備によ

る災害に対する耐災性向上便益について，道路利用者

に帰着する交通損失の軽減と，地域住民に帰着する孤

立に対する心理的不安の軽減に着目し，それぞれの便

益を貨幣単位で評価する手法を提案した（図１）．原田

らの提案した災害時の道路機能確保便益は，従来の評

価結果に合算可能な防災機能の便益である．なお，原

田ら1)では便益評価方法論を提案するにとどまってお

り，孤立危険性に関するパラメータの同定手法の検討

が課題に残されている．本研究の目的は，原田らの研

究成果に則り，孤立危険性解消による便益を定量化す

ることをめざす．また，アンケート調査の質問方法の

信頼性を鑑み，原田の提案した手法を一部改良する． 

2. 代替経路確保便益定量化手法の検討 

 心理的不安は個人の主観的なものであり，市場で取

引されるものではない．そのため，実際に市場で取引

されない公共財について仮想的な市場を作成し，人々

にアンケート調査などによって対象の価値を尋ね直接

的に価値を明らかにする手法である，表明選好法が適

していると考えられる．原田ら 1)では，災害時に経路

が確保される便益は，等価的偏差 EV，すなわちプロジ

ェクトをあきらめるために必要な最小の補償額で評価

することを提案している．しかし，NOAAガイドライ

ン 2)によると，受取補償額で質問する過大に評価され

る懸念があり，支払意思額の方が適切と記されている．

そこで，原田らの提案した EV による定量か手法を CV

によるものに改良することとする． 

災害時に経路が確保される便益は，プロジェクトを

行うために必要な最大の支払額であり，整備をしない

場合の期待効用と整備した場合の期待効用とがつり合

う支払額で評価する．式(1)にそれぞれ対策前（左辺）

と対策後（右辺）の間接効用関数を示す．V(.)は所得，

価格 m，環境 H（生活環境を表現する状態変数）の場

合に得られる最大効用を意味する． 

    
i iwiwiwiwi ioioioio CVmHVPmHVP ,,,,  (1) 

ここで，o：整備なしの場合(without)，w：整備ありの

場合(with)を示す記号．Pi：災害iの発生確率，V( )：間

接効用関数，H：環境水準，m：財・サービスの価格，

Ω：所得，CV：支払意思額． 

環境水準Hは，式(2)のように定義した．最寄りの市

役所と県庁までの非重複経路数nの対数をとることで

評価逓減を表現し，途絶日数κで重みづける． 

 1ln  iwiiw nH   (2) 

ここで，n：市役所・県庁までの非重複経路数，κ：途

絶日数． 

式(1)を計算するため，地域の代表的個人の消費行動

に，コブ＝ダグラス型の効用関数（式(3)）を仮定する．

交通サービス（財1）と合成財（交通サービス以外の財・

サービスをまとめた財2）の2つを考える．所得のうち

 

図 1 道路整備評価の全体像 
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割合だけ交通サービスを利用する．γは，環境Hによ

る不安感が，効用に与える影響の大きさを意味するパ

ラメータである． 

   HxxU  1

21
 (3) 

ここで，x1：交通サービス消費量，x2：合成財消費

量，：交通サービスの消費割合，γ：環境水準に対す

る重み．m1：交通サービス価格，m2：合成財価格． 

式(3)の対数をとり，予算制約付き効用最大化問題と

して式(4)を定式化する． 

  HxxUV lnln1lnlnmax 21     (4) 

 2211.. xmxmts 　  (5) 

     2211 1, mxmx  　   (6) 

さらに，ラグランジュ未定乗数法により最適性条件

を記述することで需要関数(7)を得る． 

CHV  lnln   (7) 

なお，交通サービス価格mと消費割合は，道路利用

者の便益との二重計測を避けるため，災害前後・整備

有無によらず一定と仮定し，定数項Cにまとめている．

この仮定は，代替経路確保の効果のみに着目し，他の

値を固定していることと解釈できる．式(7)を式(1)に代

入しCVについて解くと，次式を得る． 
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各地域について(8)を適用し，それらを合算すること

で代替経路確保便益を式(9)のように算出する． 

  
r rrresident CVGB  (9) 

ここで，Bresident：地域住民の代替経路確保便益，Gr：

地域rの世帯数，CVr：地域rの1世帯の支払意思額（円）． 

 以上のように，代替経路確保便益評価のためのモデ

ルの改良を行った．さらに，式(8)のパラメータγの値

を，アンケート調査から推定することを試みる． 

3. アンケート調査の概要 

本研究では，パラメータγの値を，コンジョイント

分析により推定することとした．いつ発生するかわか

らない災害に対し，発生した際に失われる道路の接続

性と道路整備を行うための負担金を示し，その道路整

備の政策に対して賛成か反対かを聞くことで集落の孤

立に対する心理的不安の定量化を行う．対象地域は，

原田らのケーススタディの対象となった岐阜県，全国

で最も孤立予想集落が多い長野県，新潟県中越地震で

孤立集落が発生した新潟県とし，災害発生時に孤立が

予想される中山間地域に対して実施する．Webアンケ

ート調査方式を採用し，予備調査でスクリーニングを

行い，孤立危険性のある地域に居住する住民に重点的

に抽出したうえで本調査を行う．本調査におけるシナ

リオは，評価モデルの中からの推定に必要なものを抽

出し設定した．表 1 に示すように，災害発生確率，途

絶日数，整備を行わない場合の災害発生時の残存経路

数を 2 水準，負担金を 8 水準とし，L16 の直交表に当

てはめて 16 パターンの質問項目を作成した．この 16

パターンを A と Bの 2 つのグループにわけ，回答者１

人あたり 8問の設問とする． 

4. おわりに 

 本稿では，原田らの提案した代替経路確保の便益に

ついて評価モデルの改良を行い，パラメータ γ を推定

するためのアンケート調査の設計を示した．パラメー

タ推定結果については発表時に報告する． 
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表 1 属性と水準 

 

災害発生確率 途絶日数
整備なし
の経路数

5年に1度 1日 0 500円 1000円
100年に1度 1週間 1 5000円 1万円

3万円 5万円

10万円 15万円

負担金

水
準
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